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※　目次には、ＪＩＳ第一・第二水準範囲内の文字を使用しています。

津市選挙管理委員会告示

選挙権を有する者の総数の５０分の１の数及び６分の１の数並びに３分の１の数

津市教育委員会告示

津市教育委員会の招集

津市学校運営協議会規則の一部を改正する規則

津市教育委員会公印規則及び津市立幼稚園則の一部を改正する規則



津市告示第１３号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する

同法第１９条第１項の規定により都市計画を変更したので、同法第２１条第２

項において準用する同法第２０条第１項の規定により次のとおり告示し、同条

第２項の規定により当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。 

  令和２年３月５日 

津市長 前 葉 泰 幸   

１ 都市計画の種類及び名称 

 津都市計画公園 

４・４・３号津球場公園 

 津都市計画道路 

３・４・２１号雲出野田線 

３・４・７４号半田久居線 

２ 都市計画を定める土地の地区 

  都市計画の図書において表示する。 

３ 縦覧場所 

  津市都市計画部都市政策課 



津市告示第１４号 

 下記の者の督促状は、住所居所不明のため送達することができないので、地 

方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部収税課で保管し、送

達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  令和２年３月５日 

津市長 前 葉 泰 幸 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 送達を受けるべき文書 

○○○○○○○○○○ ○○ ○○○ 令和元年度市民税・県

民税督促状第３期から

第４期まで 

○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○

○○ 

○○○ ○○○○○○

○ 

平成２８年度市民税・

県民税督促状第２期か

ら第４期まで 

○○○○○○○○○○○○

○ ○○○○○ 

○○ ○○○ ○○○

○ 

平成３０年度市民税・

県民税督促状第２期か

ら第４期まで 

○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○ 

○○○○ ○○○ ○

○○○ 

平成２８年度市民税・

県民税督促状第２期か

ら第４期まで 

○○○○○○○○○○ ○

○○○○○ 

○○○○○○ ○○○

○○○○○○ ○○○

○○○ 

令和元年度市民税・県

民税督促状第３期から

第４期まで 

○○○○○○○○○ ○○ ○○ 令和元年度軽自動車税

督促状 

○○○○○○○ ○ ○○ 令和元年度（平成３０

年度）市民税・県民税

督促状過年度随時２期 

○○○○○○○○○○○ ○○○○ ○○○○○ 令和元年度市民税・県



  ○○○○ 民税督促状第３期から

第４期まで 

○○○○○○○○○ ○○○○○○ ○○○

○○○○ ○○○○○

○○○○○ 

令和元年度（平成２９

年度）市民税・県民税

督促状過年度随時４期 

○○○○○○○○○○ ○○○○ ○○○○○ 

○○○○ 

令和元年度市民税・県

民税督促状第２期から

第４期まで 

○○○○○○○○○○ ○○ ○○○○ ○○

○○ 

令和元年度市民税・県

民税督促状第２期から

第４期まで 

○○○○○○○○○○ ○○○ ○○○ ○○

○○ 

令和元年度市民税・県

民税督促状第２期から

第４期まで 

○○○○○○○○○○ ○○○○ ○○○○○ 令和元年度市民税・県

民税督促状第２期から

第４期まで 

○○○○○○○○○○ ○○○ ○○○○ ○

○○ 

令和元年度市民税・県

民税督促状第２期から

第４期まで 

○○○○○○○○○○ ○○○○ ○○○○○ 令和元年度市民税・県

民税督促状第２期から

第４期まで 

○○○○○○○○○ ○○○○○○○ ○○

○○○ ○○○○○○ 

令和元年度（平成３０

年度）市民税・県民税

督促状過年度随時２期 

○○○○○○○○○○○ ○○○○○○ ○○○ 

○○○ 

令和元年度市民税・県

民税督促状第２期から

第４期まで 

○○○○○○○○○○○ ○○○○ ○○○○ 

○○○ 

令和元年度市民税・県

民税督促状第２期から

第４期まで 



○○○○○○○○○○○ ○○○ ○○○○ ○

○ 

令和元年度市民税・県

民税督促状第２期から

第４期まで 

○○○○○○○○○○○ ○○○○○ ○○ ○

○○ 

令和元年度市民税・県

民税督促状第２期から

第４期まで 

○○○○○○○○○○○ ○○○ ○○ ○○○ 令和元年度市民税・県

民税督促状第１期から

第４期まで 

○○○○○○○○○○○ ○○○ ○○ ○○○ 令和元年度市民税・県

民税督促状第１期から

第４期まで 

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○○○ ○○ 令和元年度市民税・県

民税督促状第２期から

第４期まで 

○○○○ ○○○ ○○○○○○

○ 

令和元年度市民税・県

民税督促状第３期 

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ ○○○○

○ 

令和元年度市民税・県

民税督促状第３期から

第４期まで 

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○○ ○○ 令和元年度市民税・県

民税督促状第３期 

○○○○○○○○○○○ ○○○○ ○○○○ 

○○○○ 

令和元年度（平成３０

年度）市民税・県民税

督促状過年度随時３期 

○○○○○○○○○○○○ 

 ○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○ 

○○ ○○ 平成３０年度市民税・

県民税督促状第２期か

ら第４期まで 

○○○○○○○○○○○○

○ ○○○○○○○○○ 

○○ ○○ 平成３１年度市民税・

県民税督促状第３期か

ら第４期まで 

○○○○○○○○○○○○ ○○○ ○ 令和元年度市民税・県



○○○○○○○○○ 民税督促状第３期から

第４期まで 

○○○○○○○○○ ○○ ○○○○○ ○

○○○○○○○○ ○

○○○○○ 

平成２８年度市民税・

県民税督促状第３期か

ら第４期、平成２８年

度固定資産税・都市計

画税督促状第３期から

第４期、平成３０年度

（平成２９年度）固定

資産税・都市計画税督

促状過年度随時５期、

平成３０年度固定資産

税・都市計画税督促状

第３期から第４期及び

平成３１年度固定資産

税・都市計画税督促状

第３期から第４期まで 

注意：地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算

して７日を経過したときに、書類の送達があったものとみなす。 



津市告示第１５号 

津市市税条例（平成１８年津市条例第７１号）第１８条の２第１項の規定に

より、申告に関する期限を次のとおり延長するので、同条第２項の規定により

告示する。 

  令和２年３月６日 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

１ 延長に係る申告 

  地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１７条の２第１項に規定する

申告のうち、令和２年度分 

２ 延長後の期限 

  令和２年４月１６日 



津市告示第１６号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成２４年津市告示第６３号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  令和２年３月６日 

津市長 前 葉 泰 幸   

１ 届出者 

  中ノ村自治会 

  三重県津市白山町中ノ村１１５番地 

  代表者 谷 啓司 

２ 変更に係る事項 

  代表者の氏名及び住所 

変更前 
宮田 敏和 

三重県津市白山町中ノ村１００番地 

変更後 
谷 啓司 

三重県津市白山町中ノ村１９１番地２ 

３ 変更の理由及び年月日 

  地縁による団体の代表者が、令和２年１月２６日の定期総会において改選

されたため。 



津市告示第１７号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１５年久居市告示第２号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

令和２年３月６日 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

１ 届出者 

二ノ町一丁目自治会 

  三重県津市久居二ノ町１８４７番地２ 

代表者 大倉 栄治 

２ 変更に係る事項 

 代表者の氏名及び住所 

変更前 
中川 信行 

三重県津市久居二ノ町１８６２番地３ 

変更後 
大倉 栄治 

三重県津市久居二ノ町１８４７番地２ 

 事務所の所在地 

変更前 三重県津市久居二ノ町１８６２番地３ 

変更後 三重県津市久居二ノ町１８４７番地２ 

３ 変更年月日 

  平成２８年１月１０日 

４ 変更の理由 

  地縁による団体の代表者及び事務所の所在地の変更が、平成２８年１月１

０日の定期総会において承認されたため。 



津市告示第１８号 

津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１２条第２項、第１３条第２項及び第１４条に基づき撤去し、保管している

自転車等について、同条例第１６条第２項の規定により次のとおり告示する。 

 令和２年３月６日 

            津市長 前 葉 泰 幸   

１ 放置されていた場所、台数及び撤去した年月日 

放置されていた場所 台数 撤去した年月日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 令和２年２月３日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ４ 令和２年２月５日 

久居駅前第二公共自転車等駐車場 １ 令和２年２月５日 

高茶屋三丁目地内 １ 令和２年２月８日 

半田地内 １ 令和２年２月１０日

ポルタひさい公共自転車等駐車場 ２６ 令和２年２月１０日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 令和２年２月１２日

幸町地内 １ 令和２年２月１２日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 令和２年２月１３日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 令和２年２月１３日

末広町地内 １ 令和２年２月１７日

久居新町地内 １ 令和２年２月１７日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 令和２年２月１８日

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 令和２年２月１８日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 令和２年２月１９日

森町地内 １ 令和２年２月２０日

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 令和２年２月２１日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 令和２年２月２５日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 令和２年２月２５日

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 令和２年２月２５日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 令和２年２月２６日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 ３ 令和２年２月２６日



上浜町一丁目地内 １ 令和２年２月２６日

アスト公共自転車等駐車場 ２９ 令和２年２月２７日

豊津上野駅前公共自転車等駐車場 ７ 令和２年２月２７日

白塚駅公共自転車等駐車場 ５ 令和２年２月２７日

２ 保管期間 

   告示の日から９０日間 

３ 連絡先 

垂水自転車等保管庫  

０５９－２２２－６３０７ 



津市告示第１９号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条及び住民基本台帳法施行

令（昭和４２年政令第２９２号）第１２条第１項の規定により、次のとおり住

民票を職権で消除したので同条第４項の規定により告示する。 

 この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して３箇月以内に、津市長に対して審査請求することができる。 

また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、

津市を被告として処分の取消しの訴えを提起することができる。 

令和２年３月９日 

津市長 前 葉 泰 幸   

１ 職権消除した住民票 

住 所 氏 名 生 年 月 日 

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ ○○○○○○○○○○○ 

２ 消除した年月日 

  令和２年３月３日 



津市告示第２０号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成６年津市告示第７６号で認可した地縁による団体から告示された事項

に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示す

る。 

  令和２年３月９日 

津市長 前 葉 泰 幸   

１ 届出者 

  河辺町自治会 

  三重県津市河辺町２４６０番地 

  代表者 木平 喜廣 

２ 変更に係る事項 

  代表者の氏名及び住所 

変更前 
田村 宗博 

三重県津市河辺町１７７７番地 

変更後 
木平 喜廣 

三重県津市河辺町１９０５番地 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和２年３月１日の定期総会において改選さ

れたため。 



津市告示第２１号

下記に係る国民健康保険被保険者証は無効であることを告示する。     

令和２年３月９日

津市長 前 葉 泰 幸  

記

国民健康保険被保険者証

記号番号 交付年月日 無効となった日

７１０６５３２ 令和元年１０月１日 令和２年２月１３日



津市告示第２２号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成２０年津市告示第１２８号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

令和２年３月１０日 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

１ 届出者 

津市庄田町自治会 

  三重県津市庄田町１２８６番地５ 

代表者 佐藤 久則 

２ 変更に係る事項 

 規約に定める目的 

変更前 

本会は、良好な地域社会の維持、形成に資することを目

的とし、以下に掲げる地域的な共同活動を行う。 

 区域内住民相互の連絡 

 美化・清掃等区域内の環境の整備 

 集会施設等の維持管理・運営管理の受託 

 津市庄田町所有資産の維持管理 

 その他目的達成に必要な事業 

変更後 

本会は、住民相互の連絡、環境の整備等の地域的な共同

活動を行うことにより、良好な地域社会の維持及び形成に

資することを目的とする。 

 区域 

変更前 
本会の区域は、津市庄田町１０１番地から２９９９番地

までとする。 

本会の区域は、津市庄田町地内とする。 

（但し、①善応寺団地の区域、②準用河川蛇川より北側

かつ市道庄田北 1 号線より東側かつ県道上稲葉羽野線より

南側の区域、③庄田町字水尾１８２２番１から１８２２番 



変更後 

１２、同１８３９番１、同１８４０番１、同１８４１番１

の区域、④県道上稲葉羽野線より南側かつ市道庄田北１号

線より西側かつ庄田町字水尾３４４７番及び３４４８番の

農道より北側かつ庄田町字水尾１９０２番２７の私道を北

は県道上稲葉羽野線まで南は庄田町字水尾３４４７番及び 

３４４８番の農道まで延長した線より東側の区域を除く。）

 規約に定める解散の事由 

変更前 

本会は、地方自治法第２６０条の２第１５項において準

用する民法第６８条第１項第３号および第４号ならびに第

２項の規定により解散する。 

 総会の議決に基づいて解散する場合は、総会員の４分の

３以上の承諾を得なければならない。 

変更後 

本会は、地方自治法第２６０条の２０第２号から第５号

の規定により解散する。 

総会の議決に基づいて解散する場合は、総会員の４分の

３以上の承諾を得なければならない。 

３ 変更年月日 

  平成３１年４月１日 

４ 変更の理由 

  地縁による団体の規約に定める目的、区域及び規約に定める解散の事由の

変更が、平成３１年３月３１日の臨時総会において承認されたため。 



津市告示第２３号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１８年津市告示第１９６号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  令和２年３月１１日 

津市長 前 葉 泰 幸   

１ 届出者 

  長岡町自治会 

  三重県津市長岡町字垣内５７７番地３ 

  代表者 山路 栄一 

２ 変更に係る事項 

  代表者の氏名及び住所 

変更前 
足尾 幸一 

三重県津市長岡町６２１番地 

変更後 
山路 栄一 

三重県津市長岡町８３番地２ 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和２年３月１日の定期総会において改選さ

れたため。 



津市告示第２４号 

下記の者の平成３１年度後期高齢者医療保険料納入通知書は、住所居所不明

のため送達することができないので、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

５７年法律第８０号）第１１２条により準用する地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示送達する。 

なお、この公示送達に係る関係書類は、津市健康福祉部保険医療助成課で保

管し、送達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  令和２年３月１２日 

津市長 前 葉 泰 幸   

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○ ○○○○○

○○○○○ 
○○ ○ 

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 



津市告示第２５号 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１６条第１項の規定に基づき、

令和２年度土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿を縦覧に供するので、

同条第３項の規定により、縦覧の場所及び期間を次のとおり告示する。 

  令和２年３月１２日 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

１ 縦覧場所 

縦覧場所 縦覧できる地域 

政策財務部資産税課 

政策財務部資産税課分室 
津市全域 

河芸総合支所市民福祉課 河芸地域 

芸濃総合支所市民福祉課 芸濃地域 

美里総合支所市民福祉課 美里地域 

安濃総合支所市民福祉課 安濃地域 

香良洲総合支所市民福祉課 香良洲地域 

一志総合支所市民福祉課 一志地域 

白山総合支所市民福祉課 白山地域 

美杉総合支所市民福祉課 美杉地域 

２ 縦覧期間  

令和２年４月１日から同年５月３１日まで。ただし、日曜日、土曜日及び

国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除

く。 



津市告示第２６号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１５年津市告示第２２８号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和２年３月１３日 

津市長 前 葉 泰 幸   

１ 届出者 

  常垣内自治会 

  三重県津市納所町２９４番地 

  代表者   智範 

２ 変更に係る事項 

  代表者の氏名及び住所 

変更前 
河内 敏宏 

三重県津市納所町３１０番地 

変更後 
 智範 

三重県津市納所町３０４番地 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和２年３月１日の定期総会において改選さ

れたため。 



津市告示第２７号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１５年安濃町告示第２２号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  令和２年３月１３日 

津市長 前 葉 泰 幸   

１ 届出者 

  安濃区自治会 

  三重県津市安濃町安濃１４２７番地２ 

  代表者 後久 隆一 

２ 変更に係る事項 

  代表者の氏名及び住所 

変更前 
小林 喜久治 

三重県津市安濃町安濃１６１１番地 

変更後 
後久 隆一 

三重県津市安濃町安濃１４９０番地 

３ 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の代表者が、令和２年２月２３日の定期総会において選任

され、同年３月５日から就任することになったため。 



津市公告第１９号 

 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

告します。 

  令和２年３月２日 

津市長 前 葉 泰 幸   

１ 犬の特徴 

捕獲した場所 種類 毛色 性別 体格 年齢 その他 

香良洲町 シーズー 茶白 オス 小 ９１日

以上 

首輪なし 

２ 抑留日  令和２年２月２１日 

３ 抑留期間 令和２年３月４日まで 

４ 連絡先  津市環境部環境保全課 

        電話番号０５９－２２９－３２８２ 

        三重県津保健所衛生指導課 

        電話番号０５９－２２３－５１１２ 



津市公告第２０号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  令和２年３月３日 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

１ 工事完了年月日 

  令和２年２月２８日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  津市大里窪田町字森添７８４番８ 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  津市戸木町２３０８番地 

  松本 憲治 



津市公告第２１号 

 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

告します。 

  令和２年３月４日 

津市長 前 葉 泰 幸   

１ 犬の特徴 

捕獲した場所 種類 毛色 性別 体格 年齢 その他 

白山町二本木 雑種 茶 オス 大 ９１日

以上 

首輪あり（赤色）

２ 抑留日  令和２年３月２日 

３ 抑留期間 令和２年３月１０日まで 

４ 連絡先  津市環境部環境保全課 

        電話番号０５９－２２９－３２８２ 

        三重県津保健所衛生指導課 

        電話番号０５９－２２３－５１１２ 



津市公告第２２号 

 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定によ

る道路の位置を指定しましたので、建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令

第４０号）第１０条第１項の規定により次のとおり公告します。 

  令和２年３月９日 

津市長 前 葉 泰 幸   

１ 指定に係る道路の種類 

  建築基準法第４２条第１項第５号 

２ 指定の年月日 

令和２年３月６日 

３ 指定道路の位置 

  津市久居野村町字北八丁８６３番３

４ 指定道路の延長及び幅員 

 延長 

 ３４．００メートル 

 幅員 

  ５．００メートル 



津市公告第２３号

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定

により津市農用地利用集積計画を定めましたので、同法第１９条の規定により

公告します。

  令和２年３月１０日

津市長 前 葉 泰 幸  



津市公告第２４号 

 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

告します。 

  令和２年３月１２日 

津市長 前 葉 泰 幸   

１ 犬の特徴 

捕獲した場所 種類 毛色 性別 体格 年齢 その他 

芸濃町河内 柴 茶 オス 中 ９１日

以上 

首輪あり（赤色）

２ 抑留日  令和２年３月１０日 

３ 抑留期間 令和２年３月１８日まで 

４ 連絡先  津市環境部環境保全課 

        電話番号０５９－２２９－３２８２ 

        三重県津保健所衛生指導課 

        電話番号０５９－２２３－５１１２ 



津市上下水道事業告示第１４号 

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の３の２第１項の規定により、

次の指定給水装置工事事業者の指定を更新したので、津市水道局指定給水装置

工事事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程第１４号）第１０条第２号

の規定により告示する。 

  令和２年３月４日 

津市上下水道事業管理者 田 村   学   

名称 所在地 指定の有効期間 

有限会社堀井機管

工業 

津市乙部１９番２０号 令和７年９月２９日まで 



津市上下水道事業告示第１５号 

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の３の２第１項の規定により、

次の指定給水装置工事事業者の指定を更新したので、津市水道局指定給水装置

工事事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程第１４号）第１０条第２号

の規定により告示する。 

  令和２年３月４日 

津市上下水道事業管理者 田 村   学   

名称 所在地 指定の有効期間 

有限会社野口設備 四日市市生桑町３１番地の

１ 

令和７年９月２９日まで 



津市上下水道事業告示第１６号 

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第１６条の２第１項の規定により、次

の者を指定給水装置工事事業者に指定したので、津市水道局指定給水装置工事

事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程第１４号）第１０条第１号の規

定により告示する。 

  令和２年３月６日 

津市上下水道事業管理者 田 村   学   

名称 所在地 指定の有効期間 

スマイル開発株式

会社 

三重郡菰野町大字竹成２９１

番地１９ 

令和２年２月１８日から

令和７年２月１７日まで 



津市上下水道事業告示第１７号 

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の３の２第１項の規定により、

次の指定給水装置工事事業者の指定を更新したので、津市水道局指定給水装置

工事事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程第１４号）第１０条第２号

の規定により告示する。 

  令和２年３月１１日 

津市上下水道事業管理者 田 村   学   

名称 所在地 指定の有効期間 

有限会社新和工業 津市河芸町影重９１８番地

の３ 

令和７年９月２９日まで 



津市上下水道事業告示第１８号 

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第１６条の２第１項の規定により、次

の者を指定給水装置工事事業者に指定したので、津市水道局指定給水装置工事

事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程第１４号）第１０条第１号の規

定により告示する。 

  令和２年３月１１日 

津市上下水道事業管理者 田 村   学   

名称 所在地 指定の有効期間 

中央土木株式会社 松阪市飯南町粥見２３１８番

地３ 

令和２年２月２８日から

令和７年２月２７日まで 



津市上下水道事業告示第１９号 

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の３の２第１項の規定により、

次の指定給水装置工事事業者の指定を更新したので、津市水道局指定給水装置

工事事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程第１４号）第１０条第２号

の規定により告示する。 

  令和２年３月１１日 

津市上下水道事業管理者 田 村   学   

名称 所在地 指定の有効期間 

有限会社奥山住設 津市栗真町屋町４３６番地 令和７年９月２９日まで 



津市上下水道事業告示第２０号 

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の３の２第１項の規定により、

次の指定給水装置工事事業者の指定を更新したので、津市水道局指定給水装置

工事事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程第１４号）第１０条第２号

の規定により告示する。 

  令和２年３月１２日 

津市上下水道事業管理者 田 村   学   

名称 所在地 指定の有効期間 

有限会社岡野水道 松阪市嬉野中川町１１４５

番地の１ 

令和７年９月２９日まで 



津市上下水道事業告示第２１号 

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第１６条の２第１項の規定により、次

の者を指定給水装置工事事業者に指定したので、津市水道局指定給水装置工事

事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程第１４号）第１０条第１号の規

定により告示する。 

  令和２年３月１２日 

津市上下水道事業管理者 田 村   学   

名称 所在地 指定の有効期間 

三重電業株式会社 津市あのつ台四丁目７番地７ 令和２年３月３日から

令和７年３月２日まで 



津市上下水道事業告示第２２号 

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の３の２第１項の規定により、

次の指定給水装置工事事業者の指定を更新したので、津市水道局指定給水装置

工事事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程第１４号）第１０条第２号

の規定により告示する。 

  令和２年３月１２日 

津市上下水道事業管理者 田 村   学   

名称 所在地 指定の有効期間 

田中住設 津市垂水１０９７番地 令和７年９月２９日まで 



津市学校運営協議会規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和２年３月４日 

津市教育委員会教育長 倉 田 幸 則

津市教育委員会規則第１号 

   津市学校運営協議会規則の一部を改正する規則 

津市学校運営協議会規則（平成３１年津市教育委員会規則第５号）の一部を

次のように改正する。 

 第１条中「第４７条の６」を「第４７条の５」に改める。

 第９条中「第４７条の６第７項」を「第４７条の５第７項」に改める。

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 



津市教育委員会公印規則及び津市立幼稚園則の一部を改正する規則をここに

公布する。 

  令和２年３月４日 

               津市教育委員会教育長 倉 田 幸 則 

津市教育委員会規則第２号 

   津市教育委員会公印規則及び津市立幼稚園則の一部を改正する規則 

（津市教育委員会公印規則の一部改正） 

第１条 津市教育委員会公印規則（平成１８年津市教育委員会規則第８号）の

一部を次のように改正する。 

  別表幼稚園印の項及び幼稚園長印の項中「２８」を「２６」に改める。 

 （津市立幼稚園則の一部改正） 

第２条 津市立幼稚園則（平成１８年津市教育委員会規則第１５号）の一部を

次のように改正する。 

  別表津市立椋本幼稚園の項及び津市立安西・雲林院幼稚園の項を削る。 

   附 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 



津市教育委員会告示第３号

 教育委員会を次のとおり招集する。

  令和２年３月１０日

  津市教育委員会教育長 倉 田 幸 則  

１ 招集の日時 

令和２年３月１７日（火） 午後４時から

２ 招集の場所 

津市教育委員会庁舎 ４階教育委員会室

３ 会議の事件 

 津市教育委員会公印規則及び津市立幼稚園則の一部の改正について

 津市学校運営協議会規則の一部の改正について

 令和元年度津市一般会計補正予算（第１１号）＜教委所管分＞について



津市選挙管理委員会告示第２号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項及び第７５条第１項

並びに市町村の合併の特例に関する法律（平成１６年法律第５９号）第４条第

１項及び第５条第１項の規定による選挙権を有する者の総数の５０分の１の数、

同法第４条第１１項及び第５条第１５項の規定による選挙権を有する者の総数

の６分の１の数並びに地方自治法第７６条第１項、第８０条第１項、第８１条

第１項、第８６条第１項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

３１年法律第１６２号）第８条第１項の規定による選挙権を有する者の総数の

３分の１の数を次のとおり告示する。

令和元年津市選挙管理委員会告示第４３号は廃止する。

令和２年３月２日

津市選挙管理委員会

委員長 後 藤   久  

１ ５０分の１の数  ４，５６７人

２  ６分の１の数 ３８，０５７人

３  ３分の１の数 ７６，１１３人


